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体制転換期における市民生活と法

一一ロシアの社会保障から考える一一

篠田優

はじめに

1) 本稿では、次の3つの問題を検討する。

第1、ロシアが市場経済化の実行段階に入ってまる十年が経過したが、この間に社会保障法の領

域でどのような変化がおこったか。

第2、かかる変化をもたらした要因は何か。

第3、体制転換過程における市民生活の変化に対して、社会保障法はいかなる役割を演じている

か。

2) ここで本稿には次の二つの制約があることを断っておかなければならない。

第lに、本稿の記述は、あくまでも、ロシアの社会保障法の領域における変化の諸相に限定され

ている。このことは、方法論的に少なくとも次の二つの弱点をかかえていることを意味する。ひ

とつは、諸国の社会保障法制の中でロシアを位置付ける視点の弱さであり、いまひとつは体制転

換過程を経験している他の諸国との比較の視点の弱さである。これらの視点は、「体制転換過程お

よび転換後の市民生活と法」という問題にヨリ良く答えようとするならば、求められるもののひ

とつであろうことには多言を要しない。しかし、今回は筆者の能力の制約からこれらの視点に立

ったアプローチは断念せざるを得ない。他日を期したい。

第2に、 90年代を通じての変化を主たる分析対象とする。立法に着目するかぎり、 90年代は、

体制転換立法の制定および実行の時期にして、 93年憲法が自己規定しているところの「社会国家」

を具現するための基本諸法令制定期でこれらの法令の実効性がまずは試された時期と要約できる。

これに対して2000年代に入ってからの動きには、基本的諸法令の成立を前提として、社会保障給

付体系の全体として見直しとも見える要素があり、その限りで90年代との質的な相違があるよう

に思われる。 2000年以降の変化についての本格的な分析にはなお準備を要するので、これも他日

を期すほかはない。

3）本論に入る前に、社会保障概念について一言述べておきたい。それは、概念把握において

体制転換前後に本質的な差は見られないということである。以下に、社会主義時代の理論的到達

点を示していると思われる学説（①）と90年代の代表的な学説（②）を引用する（傍点は引用者）。
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①社会保障とは「老齢、労働無能力・扶養者喪失に際して、母子の保護に関わって、労働能

力の維持・再生のための治療または予防処置の実施に際して、またその他の種類の社会的

配慮の実行に際して、非等価原理で社会保障フォンドの公正な分配を市民に保証している

分配形態」(1）である。

②社会保障とは「高齢者、病人、身体障害者、子ども、扶養者を失った被扶養者、失業者そ

の他すべての社会構成員が人間として生活していくうえで必要な諸ニーズ（肉体的、社会

的、知的）を充足するために、費やされた労働との交換においてではなく、法規範を含む

社会的諸規範において定められた場合と条件において諸々の特別の基金からなされるとこ

ろの、物質的福祉の分配形態」である（九

何を要保障事故と見るかという点、では体制が反映するけれども（②の失業）、筆者なりに言い換

えるならば＜当該社会における人間に値する生活を維持・創出するために価値法則を排除・抑制

した福祉の分配形態＞という捉え方という点でer②に本質的な差はないと考えられる（傍点部参
照）。こうした分配形態を再生産する法技術がすなわち社会保障法にほかならない。そうすると、

価値法則が作用する空間があり、かっ価値法員ljに委ねるかぎり人間に値する生活を維持できない

具体的な人が生ずる怖れのあるかきり、社会保障制度は求められ続ける制度であるといえ、その

意味で、社会保障は体制中立的な法領域と考えられる（篠田1997①、 5 6頁）。実際、上記②を

紹介する教科書には、この「定義は普遍的であり、社会保障が構築されている具体的＝歴史的事

情（経済体制、政治体制）に関わらず、社会保障の本質を反映している」とのコメントが付され

ているヘ

1 社会主義時代の社会保障制度

（ー）

90年代を通じての変化を論ずる前提として、いわば変化の初期値、すなわち社会主義時代の社

会保障法制のあり方について確認しておこう（心。なお、社会主義のまさにほとんど終りの時期にロ

シア共和国国家年金法の制定という大きな変化があったので、それについては（二）で論ずるこ

ととし、ひとまず同法制定以前の特徴を抽出する。

(1)特権と低水準の平等

一般論として、社会主義社会における諸々の福祉の分配は、個々の福祉の内容（種類、希少性、

重要性等）に応じて、二つの分配原理、すなわち＜労働に応ずる分配＞原理（等価原理）と＜社

会的必要に応ずる分配＞原理（非等価原理）、のいずれかか、その混合によって行われる。社会保

障領域においては、主要な＜社会的必要に応ずる分配＞となる。

しかし、社会主義時代の社会保障が＜社会的必要に応ずる分配＞原理に純化していたかという

と、そうではない。

社会保障給付のうち保険原理で行なわれる領域では、過去の労働に応ずる分配の論理を排除す

ることは現実的に困難であるとともに、労働に応ずる分配が作用する主要領域である賃金分配の
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領域で均等主義的分配が行われてきたためにヘ社会保障領域に一定の労働刺激機能が政策的に求

められてきたということがまずある（例えば、長期誠実労働に対する固有住宅の優先供与）。

それ以外に、このような均等主義に対するある種の代償という観点からも、また＜必要＞の論

理からも、説明が困難な格差があった。それは、産業部門間格差と「党＝国家ヒエラルヒーに占

める位置による」格差掛である。前者は国家にとって重要な産業部門の従業員福祉の優遇でありヘ

後者は、要するに共産党の幹部は一般人が享受できない福祉を享受できたということである。後

者については、ペレストロイカ期に多くの市民の批判の的となったヘ

では、優遇される部門にも属さず、「党＝国家ヒエラルヒー」に位置をもたない者たちは、相対

的に低くとも＜社会的必要＞を充足する程度の福祉水準を享受していたかというと必ずしもそう

ではない。少なくとも年金無資格者の存在（篠田1997②、 37頁；藤田1985、282-283頁）、コ

ルホーズ員の年金の低さ （稲子恒、 46頁）、医療サービスの質の低さ（篠田1997①、 8頁）、劣

悪な住宅事情（篠田2001、137-138頁）、社会福祉施設とりわけ児童施設の惨状（稲子恒、 81

頁；稲子宣、 29頁以下）、といった問題が指摘されており、絶対的レベルとして福祉水準は低かっ

たと言わざるを得ない。

表1ジ’ニ係数とその変化の各国比較

キ ロ ウ ブ フ lレ ポ ベ チ ノ、 ス 西ド イ ア
lレ ン ク ト jレ ヴト フ 二巳 ン ロ ギ メ
ギ ア フ ヴ ガ マ フ lレ コ ガ ヴ イ
ス イ ア イ ー ン ア 、y ス一
タ ナ ア ア ア ド てJ キ ＊ ＊ 
ン ア ア ＊ 

イ
＊ 
＊ 

A 26 24 23 23 23 23 23 26 23 19 21 20 25 30 32 

B 55 48 47 47 34 31 29 28 28 27 23 19 

A= 1987～1988年
B = 1993～1995年

本1981年
本＊ 1986～1987年

出典＿ KononoKo f' ., Borrpochl crrpaB巴且耳目BOCTllll :3KOHOMl'I可eCK al! 

no耳目Tl'!Ka B IIOCTCOUl'la耳目CTll可eCKl'IX cTpaHax,Borrpocbl 

aKOHOMHKn , 1999, No. 1, c 65, c 67 

そうすると、一方に＜特権＞、他方に劣悪な福祉という不平等な社会ということになるが、ジ

ニ係数で見るかぎり、ロシアの80年代後半の数字は24であり、むしろ不平等度が低い社会であ

った（表1参照。なお、不平等度は31超が高いとされ、 26以下が低いとされる191）。発展途上国

にしばしば見られるような極く少数の上層階層が国民所得の大部分を所有するというような

「収奪」はなかったとはいえ、社会主義時代のロシアは特権と低水準の平等とが併存する社会であ
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った。

(2）特典の体系

社会主義時代の社会保障法制は特典の体系でもあった。すなわち、ある者が特定のカテゴリー

に属するとされると、年金受給年齢が引き下げられたり、年金額が増額されたり、住宅が優先的

に供与されたり、保養施設やサナトリウム利用において優遇される、という形で特典が供与され

るのである。何らかの社会保障給付を定める法令には、必ずといっていいほど特典とその享受者

についての規定が含まれているといってよい状況であった。共産党の活動家、国家への功績大の

者（「英雄」、受勲者）、戦争参加者、功労退職・退役者、高齢者、身体障害者、危険労働・重労働

従事者、極北地域居住者等が代表的な特典享受者であった（へ

こうした特典のなかで特に優遇され、しばしば特権と観念される特典を定めた代表的な制度が

個人功績年金であった。この年金は一般の年金受給資格を得た者のなかでソ連邦に対する貢献が

特に大きな者に与えられる年金で、一般の国家年金の最高額が法律で月 120ループリに固定され

ている中、個人功績年金のそれは250ループリとされ、また、個人功績年金受給者には年金以外

に住宅、医療その他様々な生活部面で金銭諸手当てを含む諸特典が与えられ、共産党の党員歴が

長い者にはさらなる優遇が定められていた〔lll0 

また、共産党の幹部は自らの職務上の地位を利用して、形式的に合法的に自らやその家族に対

して特典を与える決定を下していたと考えられる問。

前述の＜特権と低水準の平等＞という特徴は、このような特典の体系という法制によって再生

産されていたといえる。

(3）国家による保障

次のような諸点から社会主義時代の社会保障はまさに国家のよる保障であった。

第1に、国家は社会的諸権利の保障者として登場する（77年ソ連憲法の社会的所権利の諸条項

参照）。

第2に、社会保障財源に占める国家予算の割合が高い。医疲については、院外処方薬を除いて、

全額国家予算によってカノ〈ーされていた（ゆ。保険制度を通じて実行される社会保障（年金および一

時的労働不能手当等の社会的諸手当）についてもその原資に占める国家予算の割合が高かった。

1970年代において国家社会保険基金およびコルホーズ員社会保障中央基金に占める国家予算の割

合は、それぞれ六割弱、七割弱であった（藤田1985、309頁）。

第3に、典型的には都市住民に対する個人所得での住宅取得の事実上の禁止に見られるような、

個人所得の実現機会の制約である（篠田2001、136-137頁）。つまり、政策選択上＜労働に応

ずる分配＞に委ねうる余地のある福祉凶であっても国家による保障が原則とされていた。

(4）「発展途上」の制度

77年ソ連憲法はソ連邦を「発達した社会主義社会」と自己規定した（前文）が、上述の諸特徴

をもっ社会保障法制を制度的に完成されたものと自己認識していたかというとそうではない。次
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のような意味でなお「発展途上」の制度と認識されていた。

第1に、社会保障制度が、労働者のためのそれとコルホーズ員のためのそれ、という二元構造に

なっていて、このことは都市と農村の格差解消という革命以来の課題がなお解決されていないと

認識され、またヨリ効率的な保障という観点、からも制度の一元化が課題になっていた（藤田1985、

307頁；篠田1997②、 33 34頁）。

第2に、既に指摘した給付水準の低さと要約できる問題については、いずれも解決されるべき懸

案と認識されていた日。

第3に、社会福祉についての体系的な立法の動きは見られなかったが、社会福祉施設の整備の遅

れを問題にする大臣会議決定が種々見られ、施設整備は課題と認識されていた（ヘ

（二）

ペレストロイカ期に社会保障領域でいくつかの変化が生じているが、その中で最も大きな変化と

いえるのが1990年11月20日の国家年金法の採択（川であった。このことはペレストロイカの重

要な成果であるとともに、 lで示されたあり方に少なからず変化をもたらすものであった。同法の

内容の詳細は他に譲らざるを得ないが（武井、 168頁以下；篠田1997②）、ここでは、 1との関係

で重要と思われる点を5つ指摘しておく。

第lに、労働者とコルホーズ員の二元構造であった社会保障が、年金については一元化された。

第2に、年金額算定において年金受給までの労働がヨリ考慮される（長く誠実に働き、ヨリ高賃

金を得ていた者がヨリ有利になる）仕組みが導入された。

第3に、何らかの理由で年金受給資格のない者に対して社会年金とよばれる年金か支給されるこ

とになり（支給額は最低賃金相当と低いが）、年金無資格者問題に一定の解決が図られた。

第4に、独立した制度としての個人功績年金が、労働年金の特別市民カテゴリーへの年金割増制

度に解消され、誰にどれだけ年金が上乗せされるかが法律で明定された。しかし、個人功績年金

受給者にさらに与えられる諸特典についての問題は、世論の批判を受けながらも、この段階では

まだ手付かずであった。

第5に、企業に課せられる保険料率が日｜き上げられるとともに、賃金の1%というきわめて低い

率とはいえ、被保険者たる市民に保険料納付義務が初めて導入された。

2 社会保障法制の変化

体制転換に伴って社会保障法制はいかに変化したか？ 少なくとも次の7つの変化を指摘する

ことができる。

(1)商品化

等価交換される財やサービスを商品と呼ぶとすると、社会主義時代にも商品はあった。しかし、

ここでいう「商品」は計画的規制過程を一旦は経由して生れるものであって、私的生産者閣の競

争を通じて生産・交換されるものではなかった。後者の意味での財やサービスを真正の商品と呼

ぶとするならば、社会主義時代の商品はいわば疑似商品であった。
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市場経済化はこのような疑似商品を真正の商品に転換していった。のみならず、それまで非等

価原理で分配されていた財やサービスの一部も商品化した。住宅、教育、医療の領域でそれが起

こっfこ。

住宅については、従来型の固有住宅とその供与方式を残しつつも、固有住宅の私有化や、新規

建設・分譲に対する規制を撤廃することで住宅を商品化するとともに、固有住宅の賃料体系も低

所得者への助成制度を創設しつつ原価回収の方向で、改められ、いわば「賃料の商品化jが図られ

た（篠田2001第2節第3節参照）。

教育では、私立学校が認められ、国立学校においても国家教育スタンダードを超えた範囲の教

育については有料で行われるようになった（篠田1993、157 159頁）。

医療においては、国公立の医蹟施設による医療サービスは憲法上無料であるが（41条）（ヘ免許

を受けた私的医療施設による医療サービスが合法化された(l九また、「商品化」そのものではない

が、医療の世界に次の二つの意味において価値法則が導入されたことも記憶されるべきである。ひ

とつは、保険原理の導入、すなわち、医療サービスを支える資金が国家予算から強制医療保険基

金に転換されたことであり、いまひとつは、徴収された保険料がヨリ効率的に使用されるために

保険会社相互間、医療施設相互間に競争が働くことを目指したシステムが導入されたことである

（詳細については、篠田1997③参照）。

(2）新たなリスク（失業、貧困）に対する対応

体制転換に伴って、社会主義下では解決されたか解決されつつあった二つの問題、すなわち失

業と貧困という問題に改めて直面した。

1)社会主義時代には、生産手段と労働者を計画的に結合する義務が国家に課せられていたた

め、失業は存在しなかった（藤田1986、176頁）。しかし、＜計画＞という決め手を欠く資本主義

経済においては、企業倒産や整理解雇は不可避で、こうした局面において、労働者に他の就職先

の確保することについて努力義務以上の義務を課すことは、企業に対しても国家に対しでもでき

ない。こうして、失業者が生まれる。そこで、ロシアでは、使用者が納入する保険料を原資とす

る住民雇用保険基金が創設され問、同基金から矢業手当が給付される仕組みが導入された（篠田

1997③40 41頁）。

2）貧困については、社会主義時代においても、既述のごとく年金無資格者問題やコルホーズ

員の年金の低さといった問題があり必ずしも解決されてはいなかった。しかし、その解決は年金

制度や福祉施設の充実によって目指されていたと考えられ（藤田1985、282頁）、社会主義時代に

は貧困は社会保障のいわば直接の対象としては考えられていなかった。しかし、体制転換は、多

くの市民を貧困に陥れた（表2参照）。

93年憲法で自らを「社会国家」と自己規定した国家としては、この問題に取り組まざるを得な

かった。しかし、この取り組みは財政事情から難航を極め（篠田1997④、 55 56頁）、例年に

は立法作業に入ったものの、ロシア版生活保護法ともいうべき国家社会扶助法が成立したのはよ

うやく 99年7月（21）で、施行は翌2000年5月であった（却。ともあれ、かくして貧困＝最低生活費

未満の生活が新たな要保障事故とされたわけである。
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表2 全人口に占める最低生活費未満の所得の人口の割合の推移

年 1 1992 I 1993 I 1994 I 1995 I 199s I 19肝 I199s I 1999 I却∞
% I 33.s I 31.s I 22.4 I 24.7 I 22.1 I 20.s I 23.4 I 29.9 I 30.2 

出典： 92～99年＝ rocKOMCTaT Poccm1, C01111卸 bHOe nOJIα昭 HYie 11 
yposeHb 刷 3Hb Hae飢 eH11H Pocc聞 2000,M., 2000, c. 141. 
2000年＝Cou11aJibHO aK0HoM11tiecKoe noJio皿eH11e B Poe c1111, 

2:J01, No. 1, c. 217. 

3）ところで、社会主義時代にはなかった新たな要保障事故として「失業」と「貧困」を並立

して論じたが、両者のレベルは異なることに注意を要する。

失業は、資本主義体制であるかぎり、不可避のリスクであるが（企業の倒産のない資本主義は

考えられない）、貧困は、資本主義体制下においても、経済政策、社会政策および経済＝社会立法

によっては必ずしも不可避のリスクではない、ということである。すなわち、制度が有効に機能

すれば、例えば、失業による貧困の危険は失業手当で、疾病によるそれは一時的労働不能手当で

回避することが可能である。したがって、貧困は、経済政策、社会政策および経済＝社会立法が

いわば「力及ばず」の事態になったときに生ずるリスクであり、その意味で最後のリスクである。

ロシアの場合には、いわゆる＜ショック療法＞と呼ばれるような急激な市場経済化が、政策・立

法ともに必ずしも準備されないままに図られたがゆえに、最後のリスクが早々に顕在化し、その

対応に迫られたという側面がある。つまり、貧困の要保障事故化には、資本主義という要因はも

ちろん否定できないとしても、それだけではなくロシア的な体制転換過程に規定された側面もあ

るということを見逃しではならないであろう。

(3）《保険化》一一予算外保険基金を基軸にした制度整備

この変化は、（2）で論じた点と異なり、社会主義時代から典型的な社会保障制度と理解されて

きた諸制度を貫通して生じた変化であり、その意味で社会保障における90年代最大・最重要の変

化といってよいかもしれない。

さて、《保険化》というとき念頭におかれているのは、次のようなことである刷。

第1に、次の4種の給付を除いて、すなわち、前記国家社会扶助、主として老人ホームのような

社会福祉施設を通じて提供される諸々の社会的サービス、住宅保障、児童手当を除いて刷、社会保

障給付は須らく 4つの予算外保険基金に包摂された。その4っとは、国家年金基金、社会保険基金、

強制医債保険基金、住民雇用保険基金である。

第2に、上記4保険基金の原資に占める連邦予算の割合が低下した。すなわち、主たる社会保障

原資が、予算から保険料へ変化したのである。実際、強制医療保険基金、住民雇用保険基金の収

入項目に連邦予算がない。既述のように医療は国家予算によってカバーされていたから、これは

革命的な変化である。また、収入項目に連邦予算がある基金においても、連邦予算が当てられる

給付項目および受給者は予め定められており、連邦予算の繰入は保険料収入の不足を補うという

性質のものではない。

第3に、社会保障制度のあり方を論ずる際に危険率という論点がしばしば強調されるようになっ
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た。たとえば、極北地域で働く者には早期に年金が支給されるが、今日これらの地域で働く者が

早期に労働能力を喪失するという統計上の根拠はなく、合理性を失っているという主張であると

か閥、また1998年の政府の年金改革プログラムでは、危険度の高い職業の者への特典的年金は使

用者に高い保険料を義務づけ、別システムにせよという趣旨の提案が示されている制。また、一一

法令の性質上当然ではあるが一一1998年成立の労災保険法に基づく職業リスクの階級区分規則で

は危険率が細かく定められている問。もっとも、社会主義時代にも制度上保険形態が採用されてい

て保険料率も当該産業部門の危険度を考慮して定められてはいた闘。しかし、既述のように、原資

に占める国家予算の割合が高かった一一《保験化》の対比で言えば《予算化》ベクトルが強く作

用していた ためか、危険率に応じた保険料設定という議論は、管見の限り、ペレストロイカ

期に僅かに見られるに過ぎなかった刷。

第4に、保険料と給付の対価関係の強まりである。例えば、次の二つの例にそれが見られる。

ひとつは、自由剥奪刑の受刑者に対する年金支給は「自由剥奪期間中、これを停止するJとす

る国家年金法第124条を、労働年金（所定の労働経歴があることを要件に給付される年金）受給

者に適用するかぎりにおいて違憲とした憲法裁判所判決である問。憲法裁判所は違憲理由のーっ

として、労働年金の原資は、元をたどれば年金受給者の過去の労働によって形成されているので

あるから、支給される労働年金は本来的に過去の労働をした者すなわち年金受給権者自身のもの

に外ならないにもかかわらず、自由剥奪を理由に国家が労働年金の支給をしないことは、他人の

所有物を奪うにも等しい、という趣旨のことをあげ、原資形成への寄与と給付の間にある種の対

価関係を認めた。これに対し、労働年金受給資格のない者に支給される社会年金については、そ

のような対価関係がないので、服役中の受刑者に支給するか否かは立法裁量とした。

もうひとつの例は、 1997年の年金法改正で導入された新たな年金算定法式である（31）。この新方

式と従来の方式のいずれを選ぶかは市民の選択に委ねられるが、新方式によれば、従来方式では

労働経歴に算入されていた次の期間、すなわち職業的能力養成のための就学期間、第1級身体障害

者の介護に従事していた期間、配偶者の外国勤務に伴い配偶者と外国で居住していた期間等、保

険料が納付されていない期間が労働経歴から除外された（3九年金給付根拠が＜どれだけ働いたか

＞から＜どれだけ（保険料を）払ったか＞へ重心移動しているといえる。

(4）連邦の撤退一一連邦構成主体、地方自治体の役割の向上

社会保障からの連邦の撤退ともいうべき現象が起きている。上述の、予算外基金に占める連邦

予算の割合低下はその一例である。

加えて、国家社会扶助の財源は、第一義的には連邦構成主体または地方自治体の予算とされ

た白3）。また16才未満の子のいる家族に支給される児童手当も連安日構成主体予算から支給される（制。

さらに、次の（5）で論ずるように、社会的福祉施設の自治体有化が進んでいる。

このように、社会保障の二つの財源（予算外保険基金、予算）の双方から連邦は撤退していて、

予算外基金では保険料が、予算では連邦構成主体と地方自治体の予算が、連邦の撤退を補ってい

るという構図になっている。
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(5）私有化の陰で進む社会的諸施設の自治体有化

1）固有企業の私有化の過程で、それまで固有企業が経営管理権または運用管理権を有してい

た住宅、保育所・幼稚園、医療施設、スポーツ施設等の社会的諸施設（couna江bHhie06も€KTbI)

の多くが自治体所有になった。ある調査によれば、これらの社会的諸施設の60%以上（住宅、医

療施設、スポーツ施設に限って言えば80%以上）が自治体所有になったといわれる問。

自治体有化を促した最大の要因は、私有化企業にとって社会的諸施設を保有し続けようとすると

施設の維持コストを負担しなければならなくなり、施設保有の経済的意義が乏しくなったことに

ある。もっとも、社会主義時代のように、これらの施設が有能な労働者を企業に定着させる資源

として機能するならば、企業にとって保有を続けるメリッ卜もあるが、体制転換後の労働者にと

っての最大の魅力は今や何といっても高賃金であり、労働者の吸引定着という点からも保有のメ

リットはほとんど失われたといってよい倒。

こうして、社会主義時代、企業が担っていた生産と福祉の両機能のうち、生産は企業に、福祉

は公権力に、という形での機能分化が生じてきた。

2）ところで、自治体有化の法的メカニズムは必ずしも明瞭ではない。まず、国有企業が私有

化されるに際して、企業とともに私有化されない（私有化企業のバランスシートに入らない）社

会的施設として、住宅、身体障害者・子ども・高齢者のための療養施設、等が法令上列挙され、そ

れら以外の社会的諸施設は当該施設の機能を必須的に維持することを条件に企業とともに私有化

できる、というところまでは明らかだが問、ここから先、私有化企業のバランスシートに入らない

とされた社会的施設の帰趨については、住宅を除いては、必ずしも明らかではない。

住宅の場合には、固有住宅私有化法倒によれば、企業の選択により、住宅は固有のまま企業が

住宅に対して国有時代から有していた経営菅理権または運用管理権を保持し続けるか、自治体に

移管される (18条）。自治体に移管された場合には、地方自治法問）第37条により、その時点で自

治体所有になるものと解される。

ところが、住宅以外の施設については、企業私有化後、例えば、固有のまま企業が経営管理権

または運用管理権を保持するのか、国有のまま自治体に移管されるのか、自治体所有になるのか、

あるいは連邦構成主体の所有になるのか、といった問題を規制する法令がないのである刷。したが

って、自治体有化を媒介している主要な力は、法よりもむしろ、行政機関の指導、あるいは当該

企業と自治体の話し合いと見ておくべきであろう。

このために、地域や施設によっては、企業の私有化によって企業のバランスシートから外され

たが、自治体に移管もされないまま放置され、荒廃するに任されているという事態が起きている

といわれる（4九

このような事態を防止するためにも、社会的施設が自治体有化されなければならない事由、自

治体有化できる事由、そして自治体有化の手続を明確に定めた法律を制定すべきとする議論があ

り、実際に議会に提案されているが（へ管見の限り、 99年1月13日に「連邦所有諸施設の自治体

有化手続法」案（43〕が第1読会で採択されたきり（へその後の審議の進展は見られない。

3）加えて、社会的施設が自治体有化されても、多くの地域においてそれらの施設を維持する

だけの財政負担能力に欠けているという問題もある。もっとも、そうした場合にそなえて連邦予
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算からの援助がなされるとされているが、それでもなおニーズをカバーできない地域が少なから

ずある（ヘ

以上を要するに、かつて固有企業が有していた福祉機能が市場経済化で失われたが、その喪失

分が公権力によって必ずしも補填されてはいないというというのが現状である刷。

(6）社会福祉立法の制定

1)ここでいう社会福祉立法とは、高齢、身体障害、災害等何らかの事情で生活に困難を来た

している者が必要とする、予算外保険基金や予算からの金銭給付とは別の、種々のサービス等の

援助のあり方を規制する一連の立法を指す。既述のように、社会主義時代には、体系的な社会福

祉立法の動きはついに見られなかった“九しかし、 93年憲法が「社会国家」と自己規定したこと、

および社会主義時代に福祉供給の主たる担い手の一つであった企業が体制転換に伴い福祉機能を

手放したために、福祉供給体制の改めての建て直しが求められたという事情から、 95年以降次々

と社会福祉立法が制定されてきた（48)

2）個々の社会福祉立法の内容については既に詳細な紹介があるので（稲子恒、67一74頁、 102

-107頁、 109-128頁）、ここでは、立法体系について若干言及するにとどめる。そこには二つ

の系列がある。

第1の系列は、社会参加や自己実現において何らかの困難を抱える者のノーマライゼイションの

ための諸権利と政策の基本を定めた法律群である。「ロシア連邦身体障害者社会的保護法」（へ「孤

児と親の保護のない子供の社会的保護の追加的保証法」刷、「ロシア連邦における子ども［未成年

者］の権利の基本的保証についての法律」（叫がこの系列に入る。

第2の系列は、サービス供給者を規制する法律群である。この法律群の一般法といえるのが「ロ

シア連邦住民社会福祉サービス基本法J闘で、サービスの受け手の特性から「高齢者および身体障

害者に対する社会福祉サービス法」闘が、またサービスの供給主体の特性から「福祉活動および福

祉団体法」闘が「ロシア連邦住民社会福祉サービス基本法」の特別法となっている。

3）このように立法はそれなりに整備されてきたが、では、「人聞に相応しい生活と人間の自

由な発展を保障する条件J（憲法第7条）が達成されているかといえば、 この問題については

筆者はまだわずかな情報しか収集しえていないが、それらによる限り間一一道程はなお遠いと言

わざるを得ない。

(7）特権問題の「解決」と社会的格差問題

1）特権問題の解決に向けての取組は1989年から始められた。まず、同年、ソ連邦最高会議

に特権廃止に向けて具体的な勧告を行う特別委員会が設置され、早くも同年中に、それまで限ら

れた者しか利用できなかった一部の医療施設を一般市民に解放する等具体的な成果をいくつかあ

げたと言われる（ヘ 90年に入るとロシア共和国にも同様な委員会が設けられ問、既述のロシア国

家年金法における個人功績年金制度の「廃止」（＝労働年金の特別市民カテゴリーへの年金割増制

度への解消）はその成果と解される。

しかしながら、政権による主体的な取組といえるのは、ほぼここまでであった。というのも、い

司
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わゆる「特権」は＜ソ連邦共産党＝国家＞ともいうべき体制に由来していたが、そうした体制が

崩壊してしまったからである。もっとも、旧体制下で個人功績年金の指定を受けた者は存在して

いたが、年金は定額で定められていたため、 92年に始まる価格自由化に伴う物価の急上昇により、

年金それ自体はその時点でその特権性を事実上失ったといってよい。

残る問題は、個人功績年金に付随した一連の特典をどうするかということであった。これに対

して、ロシア政府は、 1992年8月、個人功績年金を定めた1935年以来のすべての政府決定が廃

止を廃止し、ロシアへの功績大なる者に対する特典制度を新たにつくることとした（臼）。そうして生

まれたのが、 95年1月成立の功労退職者法である（5九同法により、種々の要件から「窃労退職者」

と認定された者に対して、年金保障、課税、住居の分配、医療サービス、交通手段の利用等様々

な生活部面での特典が供与されるとされた。

2）このように、特権問題は「解決」を見たが、市場経済化に伴い、ロシア社会は所得の分極

化とも言うべき社会的格差問題を抱えることになった。既述のように、人口の2～3割が最低生活

費未満の所得しかないなかで（表2）、ジニ係数は80年代後半のアメリカをはるかに凌ぐレベルに

なっている（表1）。また97年以降、所得の上位10%の所得は下位10%のそれの13～15倍で推

移している制（西欧諸国では8～10倍といわれる）俗1)

こうした所得格差は92年の価格自由化以後発生したもので、その点で市場経済化のひとつの産

物であることに疑いの余地はない。では、この格差は社会主義時代の「特権」とは無縁かといえ

ば、実はそうではない。次のような指摘がある。

「［私有化された］企業内のヒエラルヒーの中であれこれの地位を占める可能性は、行政機構で占

めていた地位に大いに依存している。換言すれば、職務上の地位が高ければ高いほど、（ソビエト

後のロシアにおいて）ヨリ多くの所有のシェアーを《もぎ取り》、ヨリ多くの資本を獲得する、ヨ

リ大きな可能性を持つのである」。「結果的に、権力＝行政機構が重要な役割を演ずる階級形成過

程が展開されたのだったJ62）。

つまり、有利な地位の享受者に着目する限り、特権問題と体制転換後の社会的格差問題は連続

しているのである。

3 変化の要因

前節で7項目の変化を示したが、こうした変化はいかなる要因に規定されていると見るべきであ

ろうか。既に述べたことも含めて、ここでは次の5つの要因を指摘しておきたい。第1に、体制転

換その自体、第2に、連邦の財政事情、第3に、新憲法における「社会国家J規定、第4に、社会

主義の影響、第5に、 IMF・世界銀行の政策である。

1)体制転換そのものに負っているとみられる変化としては、まず、第1に商品化（この点に

ついては説明不要で、あろう）、第2に失業に対する対応（企業倒産による失業がない資本主義は考

えられない）を指摘できる。第3に、保険料と給付の聞の対価関係の強まりや危険率という論点の

浮上という意味での《保険化》に見られる価値法則の強まりである。第4に、社会的諸施設の自治

体有化も、それが企業活動の営利活動への純化のー結果だとすれば、やはり体制転換に規定され

ており、第5に、社会主義時代の特権の無意味化も同様と考えられる。

-18ー



体制転換期における市民生活と法

2）連邦の財政事情に関わる変化としては、第1に、財源の大部分を税ではなく、主として使

用者が納める保険料に求めているという意味での《保険化》、第2に、社会的諸施設の自治体有化

を含む連邦の撤退を指摘できる。

3）憲法上「社会国家」と自己規定したことに規定されている変化としては、一連の社会福祉

立法の制定、失業・貧困という新たな社会的リスクへの対応が、それに該当しよう。

4）変化の起点が社会主義にある以上、あらゆる変化に社会主義の影響を見いだすことはけっ

して不可能なことではないが、社会主義の影響としてここで念頭においているのは、脱社会主義

過程であるにも関わらず、なお存続ないし形を変えて存続していると見られる制度である。本稿

のここまでの記述で言えば、国公立の医痩施設で提供されるサービスの無料制（この点は、上記

「社会国家」性とももちろん強く結ひ、ついているが、社会主義時代の制度の影響抜きには語れない

と臣、われる）や、「党＝国家ヒエラルヒー」において高い地位を占めていた者の多くが、体制転換

過程で有利な地位を再び占めるという、＜特権＞の形を変えた存続、に社会主義の影響を見るこ

とができる。

5）ロシアは、市場経済化のために世界銀行、 IMF双方から援助を受けている（白鳥上・下）。

世銀、 IMFとも、財政健全化の観点から社会保障給付を含む支出を抑制するとともに、受給の必

要性の高い者にヨリ的を絞った給付を求めており（日）、また世銀は、社会的セーフティ・ネットの強

化を世銀の特にCIS諸国において優先度の高い課題であるとするとともに、企業の社会的諸施設

の地方自治体への移管や自治体の投資・管理能力の強化に援助を与えている（臼）。したがって、財政

均衡の一環として連邦中央の財政負担を軽減化するという意味での《保険化》はIMFの、また社

会的諸施設の自治体有化を含む自治体の役割強化や失業手当・国家社会扶助の導入・充実は世銀

の、それぞれ意向に沿った政策なのである。もっとも、世銀・ IMFの意向に沿ったと見られる政

策が、ロシア自身積極的に選んだものか、経済支援を受ける必要上止むなく選んだものか論証す

ることは難しい。しかし、少なくとも世銀やIMFからの経済支援が必要である聞は、世銀やIMF

の意向に反した政策を追求する自由は大きくはないということだけは確かである附

4 市民生活と法一一役に立たない法律

1)ここで、本稿の最後の課題、すなわち体制転換過程における市民生活の変化に対して社会

保障法はいかなる役割を演じているか、という問題を考えたい。言い換えれば、体制転換過程で

人々の暮らしは良くなったのか、悪くなったのか、いずれにせよ、そうした変化に対して社会保

障法制はいかに寄与しているか、という問題である。

結論からいえば、表l、表2等に示したごとく、一部の富裕層（人口の5%程度）闘を除いた大

部分の市民の生活は悪化し、そうした悪化を何とか緩和するために諸々の法令が導入されたが、そ

れらの大半は役に立っていない、というのが、少なくとも2000年末頃までの状況である。

2）「役に立たない法」肺）の実態であるが、まず言えることは実効性を欠く法令が多々見られ

るということである。

例えば、年金、児童手当・矢業手当等の社会的諸手当については、物価上昇、企業や政府自身

の保険料滞納、緊縮予算、失業者の増加、高齢者の人口増加といった理由から、 99年の前半まで
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は支給遅滞が常態化していた（田）。功労退職者法も、施行後1年以上経過しでもほとんど機能してい

ない状態であった（ヘ教員の賃金も教育基本法54条で産業部門労働者の平均賃金を下回らないと

規定されているにもかかわらず、ついに遵守されることはなかった問。また国公立の医療施設で

の医療サービスは憲法上無料のはずだが、医療保険制度の未整備から、医痩施設に必要な資金が

回らず、患者に薬剤や資材を準備させる事態、たとえば、施設によってはレントゲン検査の必要

な患者にレントゲン用フィルムを調達させるといったことが起きている山。

年金についてさらにいえば、 94年5月から、新しい年金算定方式が施行される98年2月まで、

「生活費の上昇にともなって、年金は3ヶ月に1度以上の頻度でインデクセーションされるか、ま

たは補償されなければならない」という規定されていたが問、その間法律どおりインデクセーショ

ンが行われたのは95年だけで問、 96年はインデクセーションがl度と補償給付（一定率で年金を

引き上げるインデクセーションと異なり、年金に一定額を付加する制度）の増額が2度（74）、 97年

に至ってはインデクセーションが1度行われただけであった問。もっとも、法律の文言上、「3ヶ

月に1度以上の頻度で」はインデクセーションにのみ掛かるので、生活費の上昇があっても、イン

デクセーションを全く行わず、 1度でも補償給付を増額すれば、法律違反にはならないという解釈

も文理的にはできなくはなし、。しかし、それでも、補償給付の増額が1度も行われていない97年

は法律違反ということになる。

3）実は、ここから「役に立たない法」のもうひとつの実態が浮かび、上がってくる。すなわち、

法律所定の給付が遅滞なく為されたとしても、給付水準が低いために生活保障機能に乏しいとい

う事態である。前段で示した、合法的なインデクセーション回避による年金の生活保障機能低下

はまさにこうした事態に該当する。実際、最低生活費に対する平均年金額の割合は93年以降減少

し、ついに95年には最低生活費を下回り（篠田1997④、 51頁）、以後、補償給付を上乗せする

ことで平均年金が最低生活費を辛うじて上回る水準を維持したが、 99年には補償給付込みの平均

年金が最低生活費の7割の水準に落ち込んでしまっている（76)0 

最低年金に目を転ずると事態はさらに深刻である。最低年金は最低賃金とされ（国家年金法17

条）、最低賃金はきわめて低く抑えられ、諸々の社会給付の、いわば計算単位の機能しか果たして

いないのが実情である。例えば、 96年の一人当たりの最低生活費は369千ルーブリm であったが、

これに対して97年1月1日施行の最低賃金は83千ルーブル問、つまり最低生活費の4分のl以下

に過ぎない水準であった。そして、 96年初めの数字で、最低年金およびそれに近い額の年金受給

者は500万人に及んでいる（篠田1997④、 51頁）。

4）このように、法律は「役に立っていない」状況であるが、 99年以降明るい兆しが出てきて

いることも指摘しておかなければならない。

まず、 99年1月以降、緩やかながら、金銭所得・賃金とも実質で上昇してきているけ九また、指

定年金額も、 98年12月を100とした場合、 2000年2月に実質で100を超え上昇基調を維持し（町、

2000年5月には平均年金額が年金受給者の最低生活費に再び到達し、年末までに最低生活費の1.

4倍に達するまでになった（ヘ 99年9月の未払年金債務の解消（間以後、年金の支給遅滞は起きて

いない。 2000年、 2001年は共にGDPはプラス成長であった問。

5) しかしながら、既に述べたように、体制転換以降一貫して最低生活費未満の者が2割を下
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らないなかで、高い所得格差が維持されている。確かに年金額は上昇しているが、その分諸公共

料金も上がっているため生活は楽になっていないというのが現状である刷。また、 2000年5月に

施行された国家社会扶助法にしたがって2000年中に国家社会扶助が実際に支給された連邦構成主

体は全89構成主体中18にとどまり、その支給額も月 100ルーブリが上限で支給期間も原則3ヶ
月という状況である刷。児童手当については、受給資格に所得要件を設けることで連主日構成主体の

財政負担の軽減化が図られたが、それでも、 99年末頃の時点で適時に支給されているのは10連邦

構成主体に満たないという状況である（酷）。

以上を要するに、 20世紀末時点でのロシアの社会保障は、全く役立たずとはもちろん言えない

が、社会保障に期待される生活擁護機能および社会的緊張緩和機能（社会保障の政治機能）の点

で、なおかなり弱いと結論せざるを得ない。

おわりに

最後に、ロシアの90年代の社会保障法制の動きを振り返ってひとつの問題を提起し、結びとし

fこい。

その問題とは、既に指摘したように90年代を通じてこの領域において実効性に之しい、あるい

は実行されていない法令が本稿で触れられなかったものも含めて多々見られるという事態をどの

ように理解すべきか、ということである。

三つほど可能性があるように思われる。第1は、社会主義から資本主義へという世界史上いかな

る社会も経験したことのない体制転換に臨んで、課題の困難さと自己の能力の評価が正確にでき

ないために生じた試行錯誤の一環であるという理解である。第2は、法ニヒリズムの裏返しであっ

て、これこそロシアの法文化であるという理解である。すなわち、社会の構成原理として法を積

極的に評価するのではなく、反対に軽視しているがゆえに、実効性を伴わない立法をすることに

抵抗を感じない文化があるということである。第3は、優れてエリツインという政治指導者の個性

に規定されているに過ぎないという理解である。

こうした問いにそれなりの説得力をもって答えようとすれば、その後の動きを見る（例えば、

プーチン政権になってどう変わったか？）ことに加えて、何よりも他の体制転換過程国との比較

が必要であろう。しかしながら、既に冒頭で断ったように、それらは本稿の限界を超えるもので

あり、ここでひとまず筆を休めるほかはない。
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